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は  じ  め  に 

時代の流れとともに、まちづくりを取り巻く環境は、大きく変化してきました。現在において、

地方分権という基本的な自治の枠組みが進展してきており、私たち町民自身のまちづくりに関

する考え方を再度確認する必要が出てきました。 

これまでも、「町民が主役のまちづくり」という考え方を大切に、様々な取り組みを進めており

ますが、複雑化する課題の解決を図るため、今まで以上に、町民、議会、行政が情報を共有しなが

ら、町民皆様の意見を町政へ反映していく必要があります。 

八雲町自治基本条例は、①まちづくりの理念、②まちづくりの担い手である町民、議会、行政

のあり方、③まちづくりに関する情報を共有することや町民皆様の意見を町政に反映させるた

めの基本的な制度、といったまちづくりの基本的なルールを定めるものです。 

八雲町自治基本条例の趣旨を町民皆様に広く伝え、町内に条例の考え方が浸透するとともに、

町民皆様が主体のまちづくりが一層促進されることを願い、「八雲町自治基本条例の手引き」を

作成しました。 

八雲町自治基本条例を守り育て、より素晴らしい八雲町のまちづくり実現のために、本手引き

書をご一読されますとともに、町民皆様の一層のご協力をお願いいたします。 

 

自治基本条例を制定する背景・必要性 

平成12年4月、地方分権一括法の制定により、本格的な地方分権時代の幕開けとなりました。

地方分権の趣旨は、自己責任と自己決定の考え方に基づいて、地方自治体の創意工夫に満ちた

まちづくりを行うことにあります。 

また、行政だけでは解決できない課題が今後も増え続けることが予測される中、様々なまちづ

くりの分野へ町民皆様の参加を求め、町民・議会・行政が連携協力する「協働のまちづくり」を一

層進めていく必要があります。 
 

自 治 基 本 条 例 が 目 指 す も の 

① 総合的なまちづくりの仕組みをわかりやすく整えます。 

② 情報共有、町民参加といった基本的な制度を整備し、町民皆様の町政への参加機会を

保障・拡充することで、協働のまちづくりを促進します。 

③ 自ら考え行動する「町民主体のまちづくり」の実現を図ります。 
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前     文 
 

八雲町は、北海道の南に位置し、日本海と太平洋の二つの海を有する自然の恵み豊かなま

ちです。平成17年（2005年）10月に、それぞれの歴史を刻んできた八雲町と熊石町が合併

し、新しいまちが誕生しました。 

八雲町に暮らし、働き、学ぶ私たちは、先人のたゆまぬ努力によって培われてきた歴史と伝

統を継承し、豊かな自然と美しい景観を守り、いつまでも住み続けたいと思うまちとするた

め、八雲町民憲章の理念を尊重し、力強くまちづくりを進めていかなければなりません。私た

ちを取り巻く社会の環境や人々の価値観が刻一刻と変化する中で、まちづくりとは何か、自治

とは何かが問われています。 

私たちは、地域の課題を解決し、まちを豊かにするのは私たち自身であるという強い意思を

もって、自ら考え、行動し、まちを治めていきます。 

自治の主体は町民であるということを基本とし、あるべき自治の姿と仕組みを定め、これを

守り育てながら未来を担う子どもたちに引き継ぐため、ここに八雲町自治基本条例を定めま

す。 

八雲町自治基本条例を定める背景とこれからのまちづくりへの展望を表現しています。 

 

第1章 総  則 
 

（目的） 

第１条 この条例は、八雲町のまちづくりに関する基本理念及び基本原則を定め、町民の役割

並びに議会及び行政の役割並びに責務を明らかにし、住みよい八雲町をつくるための基本

的な事項及び制度を定めることによって、町民主体の自治を実現することを目的とします。 

八雲町自治基本条例の目的について定めています。 

  ①基本理念と基本原則を定めること 

  ②まちづくりの担い手である町民、議会、行政のあり方を定めること 

  ③まちづくりのための基本的な制度を定めること 

  によって、町民が主体（主役）の自治を実現することを定めています。 

 

（用語の定義） 

第２条 この条例において使用する用語の定義は、次のとおりとします。 

(1) 町民 町内に住所を有する人、町内で働く人、学ぶ人及び事業活動その他の活動を営む

人並びに団体をいいます。 

(2) 議会 選挙で選ばれた町議会議員によって構成する議事機関をいいます。 

(3) 行政 町長、教育委員会、農業委員会、選挙管理委員会、監査委員及び固定資産評価審

査委員会をいいます。 

(4) 町政 議会と行政が担う自治の領域をいいます。 

(5) まちづくり 明るく活気にあふれ、住みよい八雲町をつくるための公共的な活動をい

います。 

(6) 協働 町民、議会及び行政が、互いに知恵と力を合わせ、同じ目的に向かって協力し、

行動することをいいます。 

 条例で使用される用語について、一定の解釈を促すことを目的に、用語の意味を明らかにするもので

す。まちづくりは、八雲町に住所を有する人だけではなく、住所を有していなくても八雲町で働き、学

び、その他関係する多くの人々によって行われることから、本条例の多くの条文に「町民」という言葉

を用いています。 
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（基本理念） 

第３条 私たちは、八雲町民憲章の精神を尊重するとともに、次に掲げる事項によってまちづ

くりを進めることを基本とします。 

(1) 私たちのまちは私たちでつくるという明確な意思をもって、考え、行動し、互いに支え

合い、安心して暮らせる住みよい八雲町の実現をめざします。 

(2) 協働の精神を大切にして、課題を見いだし、解決に努め、常に進歩するまちづくりをめ

ざします。 

(3) まちづくりを次世代に引き継いでいく持続可能な地域社会の創造をめざします。 

八雲町のまちづくりにおける目標である「基本理念」を定めています。 

①自らが考え行動し互いに支え合うこと 

②常に進歩するまちづくりを目指すこと 

③次世代へ引き継ぐ持続可能な地域社会をつくること 

を基本理念として宣言しています。 
 

（基本原則） 

第４条 私たちは、次に掲げる原則に基づきまちづくりを推進します。 

(1) 町民主体の原則 町民は、まちづくりの主体であり、まちづくりの一部を議会及び行政

へ信託します。 

(2) 情報共有の原則 町民、議会及び行政は、まちづくりに関する情報を共有します。 

(3) 参加の原則 まちづくりは、町民の主体的な参加の下に行われることを基本とします。 

(4) 協働の原則 町民、議会及び行政は、それぞれの役割及び責任において、協働してまち

づくりを行います。 

基本理念を実現するための考え方や行動を明らかにする「基本原則」を定めています。最も基本とな

るのが「町民主体の原則」です。まちづくりの主体は町民であり、町政は、まちづくりの一部を選挙と

いう制度を通じて議会と町長に町民が信託（信じて託す）したものです。これによって、町民、議会、

行政の関係を明らかにするとともに、町政は、これら原則に従って運営されることとなります。 

 

 

第２章 情報共有 
 

（情報共有の基本） 

第５条 町民、議会及び行政は、互いにまちづくりに関する情報を伝え合い、情報の共有が町民

主体の自治の根源であることを強く認識することを基本とします。 

町民、議会、行政が、情報の共有を図ることがまちづくりを行ううえで重要であることを位置づけて

います。 

 

（情報提供） 

第６条 議会及び行政は、町民とこの条例の基本理念の実現を図るため、その保有する町政に

関する情報を積極的に、わかりやすく、適時に提供するものとします。 

議会及び行政が町民への情報提供の充実を図ることを定めています。 

 

（説明責任） 

第７条 議会及び行政は、町政の執行において透明性を確保するため、町政に関する情報につ

いて町民に説明する責務を有します。 

議会及び行政が町政の運営において、町民に対して説明責任を果たすことを定めています。 
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（情報公開） 

第８条 町民は、町政に関する情報の開示を求める権利を有します。 

２ 議会及び行政は、町民から町政に関する情報の開示を求められたときは、八雲町情報公開

条例（平成17年八雲町条例第10号）の規定により、情報を公開します。 

情報の開示を求める権利とその制度を定めています。 

 

（個人情報の保護） 

第９条 議会及び行政は、個人の権利や利益が侵害されないよう、その保有する個人情報につ

いて、八雲町個人情報保護条例（平成17年八雲町条例第11号）の規定により、適正な保護

を図ります。 

個人情報の保護とその制度を定めています。 

 

（町民の意見） 

第 10 条 行政は、町民の意見、提言及び要望等に対し、迅速かつ誠実に対処するとともに、行

政運営に反映するよう努めるものとします。 

２ 行政は、前項で寄せられた町民の意見等への対処経過についての記録を共有し、適切に管

理するための制度の整備に努めるものとします。 

町民の意見等に対する行政の責務を定めています。 

 

（情報の収集及び管理） 

第 11 条 行政は、行政運営に関する情報を正確かつ適正に収集し、速やかに提供できるよう

整理し、保存します。 

情報提供充実のための情報収集と管理について定めています。 

 

（会議の公開） 

第12条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第138条の４第３項に規

定する審議会、政策の推進にあたり設置される機関及びこれに類するもの（以下「審議会等」

という。）は、原則公開とします。ただし、公開することが適当でないときは、その理由を公開

し、非公開とすることができます。 

情報共有のため、審議会等は原則公開することを定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワンポイント ～ 用語解説 

 

【審議会】    

 審議会とは、地方自治法で定められている「執行

機関の附属機関」のことをいいます。 

審議会では、計画の策定、政策の立案や実行にあ

たって執行機関（町長等）の諮問に応じ、各種調査

や審議を行います。八雲町には、総合開発委員会や

都市計画審議会、熊石地域審議会などが設置されて

います。 

 このほか、要綱などに基づく懇話会なども設置さ

れており、これらの組織も含めることとしています。 

５ 



第３章 町民参加と協働 
 

（町民参加の基本） 

第 13 条 町民は、まちづくりの主体であるという基本原則に基づき、町政に参加することを

基本とします。 

２ 議会及び行政は、広く町民の意見を求め、町政に町民の意思を反映することを基本としま

す。 

３ 議会及び行政は、町政へ広く町民が参加する機会を保障するものとし、町民参加を積極的

に推進するための制度を体系的に整備するものとします。 

４ 議会及び行政は、町民が町政への参加又は不参加を理由として不利益を受けないよう配慮

するものとします。 

５ 満 18 歳未満の青少年及び子どもは、次世代の担い手として、それぞれの年齢にふさわし

い方法により、町政に参加できるものとします。 

町民が町政に参加し意見等を表明することに関する事項を定めています。 

 

（町民参加の推進） 

第 14 条 行政は、次の事項を実施するときは、町民の参加を推進し、町民の意思を行政活動

へ反映します。 

 (1) 総合計画及び分野別の基本的な計画の策定又は見直し 

(2) 町民に義務を課し、又は町民の権利を制限することを内容とする条例の制定、改正若し

くは廃止 

 (3) 広く町民が利用する公の施設の利用方法に関する事項 

 (4) 公の施設の新設、改良又は廃止の決定 

 (5) 行政が行う事務及び事業を効果的かつ効率的に推進するための行政評価 

(6) 町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決定 

 (7) 前各号のほか、町民参加が有効と思われる事業の選択及び実施の決定 

２ 法令の規定による事項、緊急その他やむを得ない理由がある事項、又は別に規則に定める

ところにより常に町民参加を求めることが困難若しくは不適当である事項については、町民

参加を求めないことができます。 

行政が政策の案を決定するにあたっては、必ず町民参加を求めることを定めています。 

 

（町民参加の方法） 

第 15 条 行政は、前条に規定する事項を実施するときは、次に掲げる一つ以上の方法を活用

して、適切な時期に、町民参加を求めるものとします。 

 (1) 審議会等の開催 

 (2) 意見交換会の実施 

 (3) 別に規則に定める町民意見の公募 

 (4) アンケート調査の実施 

 (5) その他適切な方法 

町民参加の具体的な方法について定めています。（３）の「町民意見の公募」は、「パブリックコメン

ト」と呼ばれています。 

 

 

 

 

 

６ 



 

 

 

 

 
 

（提出された意見等の取扱い） 

第 16 条 行政は、町民参加によって寄せられた意見及び提案等（以下「意見等」という。）を総

合的に検討するものとします。 

２ 行政は、意見等の検討を終えたときは、速やかにかつ多様な方法を用いて次の事項を公表

するものとします。ただし、八雲町個人情報保護条例の規定により公表することが適当でな

いと認められるときは、この限りではありません。 

(1) 意見等の内容 

(2) 意見等の検討結果及びその理由 

第15条に基づく手続によって聴取した意見に対する行政の見解を公表することを定めています。 

 

（審議会等の運営） 

第 17 条 行政は、行政運営に公平かつ広く町民の意見が反映されるよう、審議会等の委員の

選任について次の事項に配慮するものとします。 

(1) 委員の構成は、性別及び年代の別等に配慮し、多面的な審議が確保されるよう留意す

るものとします。 

(2) 正当な理由があるときを除き、委員の一部を公募するものとします。 

２ 行政は、審議会等の会議が開催されたときは、次の事項を明らかにした会議録（会議の内

容の要旨を記録したものをいう。）を作成し、閲覧に供するものとします。 

(1) 会議の日時、場所、出席者の氏名及び傍聴者の数 

(2) 会議の議題 

(3) 会議の検討において使用した資料 

(4) 会議における発言又は議事の経過 

(5) 会議の結論 

(6) その他必要な事項 

３ 委員の公募は、次に掲げる事項を町広報紙及び町ホームページへの掲載その他の方法に

より行うものとし、原則として1月程度の応募期間を設けるものとします。 

(1) 審議会等の名称、目的、審議事項、開催回数及び報酬 

(2) 任期 

(3) 応募資格 

(4) 募集人員 

(5) 応募期間及び方法 

(6) 選考方法 

(7) 問い合わせ先 

(8) 前各号に掲げるもののほか、募集に必要な事項 

審議会等の運営に関する事項を定めています。 
  

（協働の推進） 

第18条 町民、議会及び行政は、まちづくりにおける課題を解決するため、協働の推進に努め

るものとします。 

２ 行政は、町民との協働を推進するために必要な制度の整備に努めるものとします。 

町民・行政及び議会の３者が協働でまちづくりの推進に努めることを定めています。 

 

 

ワンポイント ～ 用語解説 

【パブリックコメント】 

 パブリックコメントとは、条例の制定・改正・廃止、計画の策定等の過程において町民の意見を募る制

度のことで、本条例では、「町民意見の公募手続」としています。寄せられた意見には、必ず行政側の見

解を表明し、最終的な意思決定を行います。 

７ 



第４章 住民投票 
 

住民投票制度について定めており、実施する必要がある都度、条例を定める「個別設置型住民投票制

度」を用いることとしています。 

 

（住民投票の請求及び発議） 

第 20 条 議会の議員及び町長の選挙権を有する住民は、法の定めるところにより、その総数

の 50 分の１以上の者の連署をもって、住民投票条例の制定を町長に請求することができま

す。 

２ 議会の議員は、法の定めるところにより、議員の定数の 12 分の１以上の者の賛成を得て、

住民投票条例の制定を議会に発議することができます。 

３ 町長は、住民投票条例の制定を議案として議会に提出することができます。 

地方自治法にならい、住民投票に係る住民の請求（直接請求）、議員の発議、町長の提案について定め

ております。 
 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 町  民 
 

（町民の基本姿勢と役割） 

第 21 条 町民は、住民自治の基本を理解し、自ら考え行動し、まちづくりの主体としての役割

を果たすよう努めるものとします。 

２ 町民は、互いの自由と人格を尊重し合い、公共のきまりを守り、連携し、協力してまちづく

りに努めるものとします。 

３ 町民は、常にまちづくりに関心を持ち、積極的に参加し、互いに助け合い、支え合い、安心し

て暮らせるまちづくりに努めるものとします。 

４ 町民は、ひとしく行政サービスを受けるために必要な負担を分担します。 

５ 町民は、まちづくりに関して、自らの発言及び行動に責任を持つよう努めるものとします。 

６ 町民は、次の世代に配慮し、持続可能な地域社会を築くよう努めるものとします。 

７ 町民は、関係する機関、団体等と連携して、子どもの安全の確保と教育の充実に努め、次代

を担う子どもたちの健やかな成長を支えるため、町民ぐるみの子育ての推進に努めるもの

とします。 

町民の役割を定め、町民により主体性を発揮し、まちづくりの担い手となることを求めています。 

 

 

 

（住民投票） 

第19条 町長は、町政に関わる重要事項について、住民（町内に住所を有する者をいう。以下、

同じ。）の意思を直接確認する必要があるときは、議会の議決を経て、条例による住民投票

の制度を設けることができます。 

２ 住民投票に参加できる者の資格及びその他住民投票の実施に必要な事項は、それぞれの事

案に応じ、別に条例で定めます。 

３ 議会及び町長は、住民投票の結果を尊重しなければなりません。 

ワンポイント ～ 用語解説 

【直接請求】 

 住民が住民投票の実施を請求する場合は、地方自治法の直接請求の制度を準用しています。直接請求

制度とは、地方自治に住民の意思を直接反映させることを目的とした制度であり、住民には、条例の制

定・改正・廃止の請求、監査請求、議会の解散請求、首長及び議員の解職請求、主要公務員の解職を請

求する権利が保障されています。 

８ 



（町民の権利） 

第22条 町民は、議会及び行政の保有する情報について、知る権利を有します。 

２ 町民は、町政に参加する権利を有します。 

３ 町民は、町政について意見を表明し、提案することができます。 

４ 町民は、ひとしく行政サービスを受ける権利を有します。 

５ 町民は、まちづくりへの参加又は不参加を理由に不利益な扱いを受けません。 

町民がまちづくりに積極的に関わるための権利を定めています。 

 

（事業者の役割） 

第23条 事業者とは、その本拠の有無に関わらず、町内で事業活動を行う者をいいます。 

２ 事業者は、事業活動を行うにあたり、自然環境及び生活環境に配慮するよう努めるものと

します。 

３ 事業者は、社会的な役割を認識し、従業員の行う地域活動にも配慮して、町民が行うまちづ

くりの活動を尊重し、住みよい地域社会の実現に寄与するよう努めるものとします。 

事業者の役割を定め、事業者も地域社会の一員として位置づけ、まちづくりへの配慮を求めています。 

 

 

第６章 コミュニティ 
 

（コミュニティの定義） 

第24条 コミュニティとは、町内会等の地縁組織及びまちづくりに関して町民が主体性をもっ

て組織し、活動する団体等をいいます。 

コミュニティとは、町内会や自治会などのほか、ボランティア団体、ＮＰＯ法人、その他特定の目的

のために活動する団体です。 

 

（コミュニティの役割） 

第 25 条 コミュニティは、地域社会において自らできることを考え、行動し、自治活動の拡充

に取り組むよう努めるものとします。 

２ コミュニティは、多くの町民の参加を促進するために必要な環境づくりに努めるものとしま

す。 

３ コミュニティは、地域の課題解決のためコミュニティ相互の連携や行政と協働し、活動の充

実に努めるものとします。 

４ コミュニティは、地域社会における課題解決のために、行政との協議及び行政への提案を

することができます。 

まちづくり活動の多くは、コミュニティの関わりによって行われており、まちづくりの重要な担い手

として位置づけています。 
 

（コミュニティにおける町民の役割） 

第 26 条 町民は、互いに助け合い、安心して心豊かに暮らすことのできる地域社会の実現の

ために、多様なコミュニティを組織します。 

２ 町民は、地域社会の担い手であるコミュニティの重要性を認識し、その活動に協調性をもっ

て積極的に参加し、これを守り育てるよう努めるものとします。 

町民一人ひとりがコミュニティへ積極的に参加することを求めています。 
 

 

 

 

 

９ 



（行政の役割） 

第 27 条 行政は、コミュニティの自主性と自律性を尊重し、その活動との連携を図るととも

に、コミュニティ活動を促進するため、適切な支援を講じるものとします。 

２ 行政は、コミュニティから協議及び提案を受けたときは、その趣旨を尊重し、行政運営に反

映させるよう努めるものとします。 

コミュニティに対する行政の役割について定めています。 
 

 

第７章 議  会 
 

（議会の設置） 

第28条 町民の信託に基づき、町民の代表機関として、議会を置きます。 

議会の設置は、地方自治法によって定められている制度ですが、基本原則である「町民主体の原則」

に基づき、町民が信託して設置することを再度定義しています。 

 

（議会の役割） 

第29条 議会は、選挙で選ばれた代表で構成する議事機関です。 

２ 議会は、討論を基本とし、会議における慎重、活発にして自由な討議の機会を拡充するよう

努めなければなりません。 

３ 議会は、議決による意思決定の過程及び妥当性を町民に明示するものとします。 

議会は議事機関であり、自由な討議の機会を拡充するとともに、議決に至る過程や妥当性について町

民に明らかにすることを定めています。 

 

（議会の権限） 

第 30 条 議会は、八雲町の条例、予算、決算、財産及び政策執行に関わる意思決定を行いま

す。 

２ 議会は、行政の事務に関する監査請求や調査等の監視の権限を有します。 

議会が有する権限は多岐にわたり、その内容は地方自治法に定められていますが、ここでは、代表的

な権限について定めています。 

 

（議会の責務） 

第31条 議会は、この条例の基本理念、基本原則及び制度を遵守し、将来に向けたまちづくり

の展望をもって課題を的確に把握し、活動する責務を有します。 

２ 議会は、町民の意見を聴取し、議会運営について町民に説明する責務を有します。 

議会の責務について定めています。 

 

（議員の責務） 

第 32 条 議会の議員は、この条例の基本理念、基本原則及び制度を遵守し、町民の信託に対

する自らの責任を果たす責務を有します。 

２ 議会の議員は、まちづくりの推進と町民の生活向上を目指し、常に政策の提案に努めるも

のとします。 

３ 議会の議員は、政策立案能力、自治立法能力及び審議能力等を高めるため、常に自己研鑽

に努めるものとします。 

４ 議会の議員は、政治倫理に基づいた公正かつ誠実な活動に努めるものとします。 

５ 議会の議員は、八雲町全体のまちづくりの視点をもって、的確な判断、活動を行うよう努め

るものとします。 

議員の責務について定めています。 
 

10 



（議会運営） 

第33条 議会は、情報共有及び町民参加を図り、開かれた議会を目指します。 

２ 議会の会議は、公開とします。ただし、公開することが適当でないときは、非公開とするこ

とができます。 

３ 議会は、会期外においても町民の意思の反映を図るため、町民との対話の機会を設けるよ

う努めるものとします。 

町民との情報共有と議会への町民参加を進めることにより、開かれた議会を目指すことを定めていま

す。 

 

ワンポイント  

【1.協働を考えよう】 

「協働」という言葉について、用語の定義では、「町民、議会及び行政が、互いに知恵と力を合わせ、

同じ目的に向かって協力し、行動することをいいます。」としています。 

町民自らが地域の課題を認識し、その課題の解決に向けた行動を起こすとき、自ら行うべきものなのか、

行政でなければ解決できないものなのか、町民と行政が一緒になって解決できるものなのかを判断するこ

とが必要になります。これら役割分担の中で、町民と町政（議会・行政）が協力し合いながら課題の解決

に向け、ともに考え行動することが協働と言えます。 

もちろん、町民同士が同じ目的に向かって助け合い、協力し合うことも協働と言えます。 

協働の主な効果としては、次の3 項目が挙げられます。 

①地域や行政だけでは解決できない課題を町民と行政が協働することにより、多様なサービスが育まれ

ること。 

②町民の自治意識が高揚し、まちづくり活動への一層の参加が促されること。 

③行政は、町民のニーズや価値観を深く理解することができ、行政運営の効率化と組織・職員の意識改

革につなげることができること。 

これからのまちづくりの中で、町民や各種団体と行政がそれぞれ補完し合いながら、まちづくりの様々

な分野での協働の実践が必要です。 

協働の具体例としては、八雲地域における「吉田川を守る会」による河川清掃活動、熊石地域における

「クリーン熊石推進運動（地域一斉清掃活動）」などが挙げられます。 

 

【2.住民自治と団体自治】 

住民自治とは、住民が直接自治を行うことをいいます。これに対し、地方公共団体が自治を担う部分を

団体自治といいます。 

現代の多様化する社会において、住民が地方自治体の全ての自治を行うことは困難であることから、選

挙を通じて首長を選び、住民が直接行うには非効率な部分を地方公共団体が担っています。 

日本国憲法第92条に定められている「地方自治の本旨」とは、住民自治と団体自治のことを指しており、

自治に関する２つの考え方がバランス良く運営されることが求められています。 

 

【3.二元代表制】 

住民が地方自治体の首長と議員（議会）を選挙によって選び、首長と議会が対等な立場で相互に牽制し

合いながら自治を行うことを二元代表制といいます。二元代表制は、地方自治の根幹となる制度であり、

地方分権の進展に伴い、首長と議会が一層切磋琢磨
せっさたくま

し、個性溢れるまちづくりを展開することが求められ

ています。 
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第８章 行  政 
 

（行政の基本） 

第 34 条 行政は、この条例の基本理念、基本原則及び制度に基づき、まちづくりの推進のた

め、町民及び議会と連携協力して行政を執行することを基本とします。 

２ 行政は、情報共有及び町民参加を基本とした透明性の高い行政運営を行わなければなりま

せん。 

行政の基本姿勢について定めています。 

 

（行政の役割と責務） 

第 35 条 行政は、条例、予算、その他議会の議決に基づく事務、法令、規則及びその他の規定

に基づく事務を適正に管理し、執行します。 

２ 行政は、自らの判断と責任において、効果的かつ効率的に行政運営を行います。 

３ 行政は、町民との協働を推進し、町民及び議会と力を合わせて事務及び事業を執行します。 

４ 各機関の長は、職員を適正に指揮監督し、簡素で効率的な組織体制の整備に努める責務を

有します。 

行政の役割と責務を定めています。 

 

（町長の設置） 

第36条 町民の信託に基づき、八雲町の代表機関として、町長を置きます。 

議会と同様に、基本原則である「町民主体の原則」に基づき、町民が信託して設置することを再度定

義しています。 

 

（町長の責務） 

第 37 条 町長は、この条例の基本原則及び制度を遵守し、基本理念を実現するため、町民の

信託に応え、全力を挙げてまちづくりを推進する責務を有します。 

２ 町長は、行政執行の代表者として、公正かつ誠実に行政を執行し、町民に対する自らの政治

責任を果たす責務を有します。 

八雲町という地方公共団体を代表する町長の果たす責務を定めています。 
 

（行政の職員の責務） 

第 38 条 行政の職員は、常に町民が主権者であることを認識し、公正かつ適正に職務を遂行

する責務を有します。 

２ 行政の職員は、町民との信頼関係を深めるため、常に町民の視点に立ち、自らも地域の一

員として自覚し、全力を挙げて職務を遂行します。 

３ 行政の職員は、まちづくりの課題に対応するため、互いに横断的連携を密にするとともに、

施策の立案及び町民の求めることに的確に対応できる知識の習得並びに能力の向上に努め

るものとします。 

行政職員の責務について定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 



第９章 行財政運営の原則 
 

（総合計画） 

第 39 条 行政は、中長期的な八雲町のめざす姿を明らかにし、総合的かつ計画的に行政運営

を行うため、基本構想及びこれを具体化する計画（以下「総合計画」という。）を策定します。

また、総合計画を毎年度見直すとともに、その状況を公表するものとします。 

２ 基本構想の策定にあたっては、議会の議決を経るものとします。 

３ 各分野の政策を実現するために策定する計画は、総合計画との整合を図るものとします。 

４ 行政は、総合計画及び分野別の主要な計画の策定又は見直しを行うにあたっては、町民の

参加を図り、検討内容を町民にわかりやすく提供するものとします。 

計画的な行政運営を行うため、総合計画に基づいて政策を執行することを定めると共に、総合計画が

行政計画の最上位であることを位置づけています。 
 

（財政運営） 

第 40 条 行政は、総合計画に基づいて予算を編成し、中長期的な財政見通しに留意しながら

計画的かつ健全な財政運営を図るものとします。 

２ 行政は、予算及び決算その他町の財政状況について、わかりやすく適切な方法により、公表

するものとします。 

３ 前項に関して必要な事項は、財政事情の作成及び公表に関する条例（平成 17 年八雲町条

例第166号）で定めます。 

４ 行政は、その保有する財産を適正に管理するとともに、安全かつ効果的な方法で運用する

ものとします。 

行政の財政運営について定めています。 

 

（行政評価） 

第 41 条 行政は、効果的かつ効率的な行政運営を行うため、行政が行う事務及び事業につい

て適切な評価基準に基づく行政評価を実施し、その結果を予算、事務及び事業へ反映させる

ものとします。 

２ 行政評価の実施にあたっては、町民参加による外部評価を行うとともに、行政評価に関す

る情報をわかりやすく公表するものとします。 

行政評価を制度として位置づけています。評価を通じて常に業務の改善に結びつけていこうとするも

のです。 

 

（行政手続） 

第 42 条 行政は、町民の権利利益の保護を図るため、処分、行政指導及び届出に関する手続

を明らかにし、公正の確保と透明性の向上を図ります。 

２ 前項に関して必要な事項は、八雲町行政手続条例（平成 17 年八雲町条例第 12 号）で定め

ます。 

行政が行う許可、認可や不利益処分に関する基準などを明らかにし、町民の権利利益の保護を図るこ

とを定めています。 

 

（政策法務） 

第 43 条 行政は、八雲町の振興及び特定の課題を解決するために必要な政策を実現するた

め、必要に応じてその政策の実現に向けた条例等の制定、改正又は廃止を行うとともに、法

令等を自主的かつ適正に解釈し、運用するものとします。 
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政策法務とは、政策の実現のために必要な条例や規則などの法整備を行うものです。地方分権の時代

においては、地方自治体が自らの判断と責任において個性豊かな政策を実現するための政策法務がます

ます重要となっています。 

 

（危機管理） 

第 44 条 行政は、災害等の緊急時に対処するための計画を策定し、その計画に基づき危機管

理体制を整備し、町民の生命及び財産等を守るために必要な措置を講ずるものとします。 

２ 町民は、緊急時において相互に助け合い、行動できるよう日頃から防災等に対する意識の

高揚を図り、地域が一丸となった協力体制の整備に努めるものとします。 

３ 町民と行政は、あらゆる危機へ対応するため、常に連携するものとします。 

行政において計画的に危機管理にあたることを定めるとともに、町民相互の連携を町民自身の行動規

範として求めています。 

 

 

第10章 交流・連携 
 

（国及び北海道との連携） 

第45条 議会及び行政は、地方分権の趣旨に基づき、国及び北海道との適切な役割分担を図

り、連携した関係を構築するとともに、地方自治の拡充を図るものとします。 

地方分権社会にふさわしい適切な役割分担と相互の連携について定めています。 

 

（他の市町村との連携） 

第 46 条 議会及び行政は、他の市町村との広域的な連携の体制及び相互の信頼関係を確立

し、互いの自主性を尊重しながら共通の政策課題の解決に取り組むものとします。 

２ 行政は、前項の課題を解決するため、他の市町村等と共同で組織を設置できるものとしま

す。 

３ 町民、議会及び行政は、自らが有する知識及び技術並びに八雲町に所在する公共的な社会

基盤等が広域的に活用されるまちづくりに取り組むものとします。 

他の市町村や広域連合、一部事務組合等により、多くの分野で連携が図られるよう取り組むことを定

めています。 

 

（国内外の交流） 

第47条 町民、議会及び行政は、国内外の様々な人々との交流を深め、その活動によってもた

らされる経験、知識及び技術をまちづくりに活かすよう取り組むものとします。 

国内外の交流をまちづくりに活かすことを定めています。 
 

 

第11章 条例の見直し 
 

（条例の見直し） 

第48条 町長は、この条例の施行後４年を超えない期間ごとに、この条例が八雲町にふさわし

く、社会情勢に適合しているかを検討するものとします。 

２ 町長は、前項に規定する検討にあたっては、次条に定める委員会に、必要な意見を求めるも

のとします。 

３ 町長は、前２項に規定する検討の結果を踏まえ、この条例とこの条例に基づく制度を見直す

ことが適当であると判断したときは、必要な措置を講ずるものとします。 

条例を形だけにさせないため、定期的に」見直しすることを定めています。 
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（八雲町民自治推進委員会） 

第 49 条 この条例を守り育て、実効性を高めるため、町長の附属機関として、八雲町民自治推

進委員会（以下「町民委員会」という。）を設置します。 

２ 町民委員会は、町長の諮問に応じ答申し、又は次の事項を審議し、意見を具申するものとし

ます。 

（1） この条例に基づく制度、町民参加の状況及び条例の運用状況に関する事項 

(2) この条例の見直しに関する事項 

(3) 住民自治によるまちづくりの推進に関する基本的な事項 

３ 町民委員会は、委員10人以内をもって組織します。 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げないものとします。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とします。 

５ 前各項に定めるもののほか、町民委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め

ます。 

条例を守り育てる具体的な仕組みを定めています。 
 
 

第12章 最高規範 
 

（最高規範） 

第50条 この条例は、八雲町における自治の基本的事項を定める最高規範として位置づけま

す。 

２ 町民、議会及び行政は、まちづくりに関する全ての活動において、この条例を誠実に遵守し

なければなりません。 

３ 議会及び行政は、他の条例及び規則等の制定改廃並びにまちづくりに関する計画の策定又

は変更を行うときは、この条例の内容を遵守し、整合性を図らなければなりません。 

八雲町自治基本条例は、八雲町の法体系の頂点に位置づけられることから、他の条例、規則等の制定、

改正、廃止や総合計画などの基幹的な計画の策定、変更を行うときは、本条例の基本原則及び情報共有、

町民参加をはじめとした事項を誠実に守ることについて定めています。 

 
 

第13章 委任 
 

（委任） 

第 51 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が規則で

定めます。 

別途必要事項は規則に委任することを定めています。 
 

 

附  則 
 

この条例は、平成22年４月１日から施行します。 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の八雲町自治基本条例の規定は、平成 23 年 8 月  

1日から適用する。 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の八雲町自治基本条例の規定は、令和4年4月1日

から適用する。 
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八 雲 町 民 憲 章 
平成18年9月1日制定 

私たちは、太平洋と日本海を持つ町を誇
ほこ

りとし、 

より豊かな未来をつくるために、この憲章
けんしょう

を定めます。 

 

自然を愛し美しい町をつくろう 

助け合うあたたかい町にしよう 

活 気 あ ふ れ る 町 に し よ う 

つねに進歩 する町民 になろう 

HPはこちら➜ 

 

町の花「ひまわり」 

 

町の木「オンコ」 

 

町の鳥「オオワシ」 


